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令和８・９年度 

沖縄県介護保険広域連合物品等競争入札参加資格審査申請要領 

 

 沖縄県介護保険広域連合が発注する物品等に係る競争入札に参加する者は、入札参加の資

格審査を受け、参加資格者名簿に登載されている必要があります。資格審査を希望される方

は、当要領に基づき申請書類を提出してください。 

 

１ 資格要件 

  次の要件を満たしていること。 

（1） 地方自治法施行令第 167条の 4第 1項（同法第 167条の 11第 1項において準用する

場合を含む。）の規定に該当しない者であること。 

（2） 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 2 項各号のいずれかに該当すると認められる者の

場合、その事実があった後、2年を経過したものであること。 

（3） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第

6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 2号に規定する暴力団

若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者」という。）でないこと。 

（4） 営業に関し、許可、認可等を必要とする場合において、これを得ている者であること。 

（5） 国税、県税及び市町村税が未納でないこと。 

（6） 故意に虚偽の事項を申請し、又は虚偽の事項が記載された書類を故意にしていないこ

と。 

 

２ 申請方法 

郵送のみ 

※ 法人が申請する際の申請者は本店となります。支店等が申請することはできません。

支店等が契約を締結する場合は、本店と連名で記載し、申請してください。（複数の支

店等の申請はできません。）  

  ※ 契約を締結する支店等は、希望する業種の営業を営むことを認められていることが

必要です。 

 

３ 受付期間 

（1）定時受付：令和８年１月 21日（水）から令和８年２月 25日（水）まで 

（2）随時受付：令和８年５月 １日（金）から令和 10年２月 12日（金）まで 

  ※ 受付最終日必着 

(3)提出先  

住所：〒904-0398 沖縄県中頭郡読谷村字比謝矼５５番地 比謝矼複合施設２階 

宛名：沖縄県介護保険広域連合 総務課 入札参加資格審査担当 
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〈留意事項〉 

 トラブル防止のため、郵便追跡が可能な「一般書留」や「簡易書留」等での郵送のみを受付

いたします。追跡のできない郵送や配達便での送付は受付けませんので、ご留意願います。 

 

４ 資格審査の通知について 

 審査結果は、令和８年３月末までに沖縄県介護保険広域連合ホームページにて「令和８・９

年度沖縄県介護保険広域連合競争入札参加資格者名簿」を公表することによって申請者への

通知に代えるものとします。 

  

５ 記載事項の変更 

 登録後に登録内容に変更生じた場合は、変更届（様式第８号）に必要書類（変更内容が確認

できる書類）を添えて速やかに提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○内容に不明な点がある場合は、下記連絡先までお問い合わせください。 

 沖縄県中頭郡読谷村字比謝矼 55 番地 比謝矼複合施設２階 

 沖縄県介護保険広域連合 総務課 

 TEL:０９８-９１１－７５０５ FAX:０９８－９１１－７５０６ 

 E-mail：kyuhu@okinawa-kouiki.jp 
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６ 提出書類一覧（凡例 ○＝必要書類、△＝場合により必要書類） 

 提出書類 法 

人 

個 

人 

備  考 

１ 提出内容一覧 ○ ○ 押印不要 

２ 

様式第１号 

入札参加資格審査申請書 ○ ○ 

申請者は、本店となります。 

入札、見積、契約締結等を代表者から代理人（支

店長・営業所長等）に委任する場合は連名で申請 

３ 様式第２号 営業規模等総括表 ○ ○  

４ 
様式第３号 委任状 

△  
入札、見積、契約締結等を代表者から代理人（支

店長・営業所長等）に委任する場合のみ提出 

５ 様式第４号 使用印鑑届 △ △ 実印を使用する場合は提出不要 

６ 

様式第５号 実績調書 

○ ○ 

申請日時点から、直前２年間の主な実績 

登録希望業種が複数ある場合は、業種ごとにそれ

ぞれ提出 

※ 入札、見積、契約締結等を代表者から代理人

（支店長・営業所長等）に委任する場合は、支店

等の実績を記載 

７ 様式第６号 本店及び営業所等一覧表 △  本店のみの場合は、提出不要 

８ 様式第８号 誓約書 〇 〇  

９ 印鑑証明書 ○ ○ 
法人は法務局で取得（写し可） 

個人は市町村で代表者の証明書を取得 

10 
登記事項証明書 

（現在又は履歴事項全部証明書） 
○  法務局で取得（写し可） 

11 身分証明書  ○ 本籍所在の市町村役場で取得（写し可） 

12 登記されていないことの証明書  ○ 法務局で取得（写し可） 

13 市町村税納税証明書（本店所在市町村） ○ ○ 未納税額がないことの証明書（写し可） 

14 
県税納税証明書（本店所在都道府県の

法人事業税又は個人事業税） 
○ ○ 未納税額がないことの証明書（写し可） 

15 
国税納税証明書（法人税又は申告所得

税、消費税及び地方消費税） 
○ ○ 未納税額がないことの証明書（写し可） 

16 許認可証等の写し △ △ 許認可証が必要な業者のみ提出 

※ 各種証明書は、発行日より３か月以内のものに限ります。 

※ 実績調書は、申請日時点から直前２年間における主なものを記載してください。 
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登録希望業種 

大分類 中分類 

品名（例） 番

号 
種類 

番

号 
業種品目 

1 物品等 

1 事務機・事務用品 
事務機器（机、椅子、金庫、キャビネット）用紙

類、文房具、電話機等 

2 OA機器 

PC、PC周辺機器等、コピー機・ファクシミリ、

シュレッダー、サーバー、プリンター、プリンタ

ートナー等 

3 
車両販売、修理、車

両付属品 
自動車、車両の付属品及び整備等 

4 燃料類 ガソリン、軽油等 

5 電気製品、通信機器 家電製品、通信機器、プロジェクター等 

6 その他物品の販売 
上記以外のもの 

※ 取扱品名を具体的に記入すること 

2 
役務の

提供 

1 普通印刷 

活版印刷（名刺、ハガキ、伝票類等）、オフセッ

ト（ポスター、チラシ、カタログ、ﾘｰﾌﾚｯﾄ等）、

軽印刷（小冊子、チケット、単色刷り）等 

2 特殊印刷 
電算用印刷（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ用連続帳票、OCR納付書

等）、のぼり、横断幕等 

3 レンタルリース業 

事務機器（複写機、ファクシミリ等）、情報シス

テム類(ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｼｽﾃﾑ、パソコン、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ等)、車

両類等 

4 施設警備・清掃 常駐警備、巡回警備、庁舎清掃等 

5 施設保守点検・管理 
消防用設備、電話設備、電気設備、庁舎設備管

理、冷房機器点検、消防設備点検等 

6 通信サービス 光通信、通信機器保守等 

7 情報処理関連 
電算業務委託、ソフトウェア開発、システム開

発・運用、データ入力・作成、ホームページ等 

8 各種調査・研究 計画策定、各種調査、財務書類作成、分析等 

9 その他役務の提供 
上記以外のもの 

※ 取扱品名を具体的に記入すること 

 


